
特集防災・減災，復旧・復興

1.   　はじめに

2019 年も多くの台風・豪雨による被害があり
ました。一般社団法人日本建設業連合会（以下，
「日建連」という）は，台風 15 号，19 号による
災害の支援活動を多くの会員の協力のもとで実施
しました。
日建連は，全国的に総合建設業を営む企業を会
員とする団体であり，災害対応でもその特性を活
かした取り組みを行っています。この観点から，
今回の台風 15 号，19 号への対応について報告し
ます。

2.   　日建連の災害対応の枠組み

災害対策基本法では，公共的機関及び公益的事
業を営む法人のうち，内閣総理大臣が指定するも
のを指定公共機関と位置付けています。日建連は
防災業務計画の策定をはじめとして，応急対策・
復旧等において重要な役割を果たしているとし
て，2015 年 4 月 1 日から指定公共機関になって
います。
また，日建連の各支部は，各地方整備局や都府
県等地方公共団体，道路会社等と円滑に支援が進

むよう災害協定を締結しています。今回もこの協
定に基づき対応しました。

3.   　台風 15 号への対応

台風 15 号は 9 月 7 日から 8 日にかけて小笠原
近海から伊豆諸島を北上し，9日未明に三浦半島
付近を通過，早朝に千葉市付近に上陸し，茨城県
沖に抜け，その過程で台風の接近に伴う雨と猛烈
な風による被害が発生しました。
日建連に対しては，千葉県の被害に関連して
11 日から資材の調達要請がありました。資材は
ブルーシート，土嚢袋，ロープ類等であり，建物
被災の応急対応に必要な資材が主でした。この要
請は，関東地方整備局から関東支部に対するもの
がほとんどでしたが，国の広域的対応により北
陸，中部地方整備局から北陸及び中部支部に対し
ても要請がありました。

4.   　台風 19 号への対応

台風 19 号は 10 月 12 日に伊豆半島に上陸し，
13 日未明に東北地方の東海上に抜けましたが，
台風本体の雨雲や湿った空気の影響により，10
日以降台風が通過した 13 日まで，東日本は記録
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的な大雨となりました。さらに，台風 21 号の影
響により，25 日から 26 日にかけても東日本は大
雨となりました。
このため，河川堤防の決壊，越流などによる広
範囲の浸水と土砂災害が発生し，甚大な人的被害
と住宅の浸水等の物的被害，農業被害，道路・鉄
道等交通施設の被害を引き起こしました。
日建連は，北陸地方整備局，関東地方整備局，
東京都から 7件の応急復旧について要請を受け，
会員各社がこれに対応しました。また，資材等に
ついては，北陸地方整備局，関東地方整備局，東
北地方整備局，千葉県から要請を受け，ブルーシー
ト，土嚢袋の調達及び災害廃棄物の運搬等を行い
ました。

5.   　  日建連の災害関連資材の調達の 
特徴

日建連会員による調達の特徴を，台風 15 号及
び 19 号の関東支部のブルーシート調達の事例で
紹介します。

⑴　台風 15号
台風 15 号では，大量の資材要請に対して迅速
かつ，きめ細やかな対応を行いました。
関東支部では，千葉県 19 市町（図－ 1）と国
の 2機関の要請に対応しました。関東地方整備局
は，各市町にリエゾンを派遣するとともにホット
ラインを持ち，要請をとりまとめ，これを災害協
力団体へ対応を振り分けました。この関東地方整
備局の「包括的機能」が重要な役割を果たしまし
た。
関東支部が調達したブルーシートはあわせて約
13 万枚ですが，そのうち約 7万 5 千枚は千葉県
19 市町から要請のあったものです。日建連会員
が手配し，直接 19 市町に納品しました。
図－ 2は，この約 7万 5千枚のブルーシートに
ついて，要請日と 19 市町への納品日をとりまと
めたものです。要請は台風通過 2日後の 11 日か
ら始まり，被害の全容が明らかになるにしたが
い，また，その週末に雨が予想されていたことに
より増加していきます。
その納品は緊急を要したことから，要請日の当
日もしくは翌日に行いました。このように大量の
物資を集め，きめ細かく配送することができたの
は，多くの取引業者を持つ日建連会員の総合力が
如実にあらわれたものと考えています。

⑵　台風 19号
台風 19 号では，茨城県，埼玉県，栃木県，長
野県の要請を踏まえた関東地方整備局と千葉県か
らの要請があり，それぞれ約 1万枚と約 5万枚を
調達しました。
資材は調達量が多くなればなるほど広域的に集
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図－ 2　ブルーシートの要請日と納品日（19市町）

図－ 1　  日建連がブルーシートを直接納品した千葉
県 19市町
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める必要があります。特に台風 15 号，19 号と連
続した台風被害のため，後半の台風 19 号では調
達がより広域的になったと考えます。
建設資材は，建設会社保有のものも多少ありま
すが，多くは取引先である建設資材商社が保有し
ています。これを調達するにあたり，全国にネッ
トワークを持ち，事業を展開し，多くの業者と取
引する日建連会員の能力が発揮されました。
なお，調達の仕方は各会社で異なることから，
その中の 2例を紹介します。
①　全国各支店等ごとの調達（A社）
A社が千葉県に納品した事例では，調達部署・
支店が関東にある割合は 20% に過ぎず，東北地
方と東海地方で全体の 70%弱を占めています（図
－ 3）。
②　全国各地から調達（B社）
B社が茨城県に納品した事例では，発送元が関
東にあるのは 20% に過ぎず，最も多くは東海か
らであり，九州から東北まで全国各地にわたって
います（図－ 4）。

6.   　  千曲川の被害と日建連会員の 
対応の概要

台風 19 号等による災害は東日本各地で発生し
ましたが，ここでは日建連会員が担当した千曲川
の緊急復旧等から取り組みの特徴を紹介します。
千曲川上流の軽井沢町，佐久市では，10 月 11
日から 13 日にかけての総降雨量は 300 mmを超
えていました。このため，飯山市から千曲市にか
けての千曲川本川において主に越水・溢水が発生
し，長野市穂保地区では 13 日未明に堤防決壊，
その他多くのところで川裏法崩れが発生しまし
た。また，千曲市より上流では主に護岸欠損・崩
壊が発生しました。
日建連に対しては，緊急復旧について北陸地方
整備局から北陸支部に 3件の要請がありました。
そのひとつは，長野市穂保地区の堤防決壊箇所
で，仮堤防に引き続く鋼矢板仮締切堤防の建設，
そして長野県管理区間で国が権限代行した区間で

ある東御市海野と佐久市原の護岸崩壊箇所の応急
復旧を担当しました（図－ 5）。概要は次のとお
りです。
①　長野市穂保地区
穂保地区での堤防決壊の応急復旧は，13 日未
明の決壊の朝から緊急復旧工事に着手し，17 日
には仮堤防が完成。これを受け，鋼矢板仮締切堤
防の建設は，16 日から現地に入り 30 日に完成し
ました（写真－ 1，2）。
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図－ 3　  A社が調達したブルーシートの調達部署・
支店等の所在地域（枚数割合）
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図－ 4　  B社が茨城県に納品した資材の発送元所在地

長野市穂保地区（堤防決壊）
緊急復旧工事

東御市海野地先（護岸崩壊）
緊急復旧工事

佐久市原地先（護岸崩壊）
緊急復旧工事

図－ 5　  日建連北陸支部に要請のあった千曲川緊急
復旧工事箇所
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②　東御市海野地先
東御市海野地先の護岸崩壊の応急復旧について
は，10 月 21 日に要請を受け，23 日に現地調査，
30 日に現地着手，12 月 6 日に完成しました（写
真－ 3）。
③　佐久市原地先
佐久市原地先の護岸崩壊の応急復旧は右岸と左

岸に分かれ，10 月 21 日に要請を受け，23 日に現
地調査を実施。右岸は 28 日，左岸は 29 日に工事
着手し，右岸は 11月 18日に，左岸は 12月 6日に
応急復旧護岸工事が完成しました（写真－ 4，5）。
これらの工事は，緊急に対策を必要とするもの
であり，多くの技術者・技能者，資機材を集め，
夜間も含めて工事を進める必要がありました。日
建連の会員は全国的に建設業を営む企業であり，

重厚な技術陣と全国ネットワークの特徴を活か
し，災害への対応に取り組みました。

写真－ 1　  建設が進む鋼矢板仮締切堤防（長野市穂保地区） 
（鹿島建設提供）

写真－ 2　  夜間工事の状況（長野市穂保地区） 
（大成建設提供）

写真－ 3　東御市海野地先の応急復旧完了状況（大林組提供）

写真－ 4　  佐久市原地先（千曲川右岸）の堤体盛土 
完了状況（清水建設提供）
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⑴　施工業者・資機材の広域的調達
緊急性が求められる応急復旧工事は，段取りを
整え，手戻りなく進めることが求められます。こ
のためには，信用のある熟練した施工業者を現場
に集める必要があります。また，災害時は現地で
の機材も不足する場合があります。そのため，地
元だけではなく全国の協力業者を通じ，施工業
者，労務，資機材を確保しています。この 3地区
の施工業者は，地元である長野県が多いことは当
然ですが，広域的に集められました。このように
広域的に施工業者を集めることができるのは，全
国規模で事業を展開する日建連会員の特徴になり
ます（図－ 6，写真－ 6）。

⑵　会員本社・各支店，技術研究所等のサポート
全国的に施工，設計，事務の応援社員を確保す

ることはもちろん，資材の調達を本社で実施する
などのサポート体制を構築するとともに，本社設
計部門で，設計を昼夜実施，現地での設計手直し
などのため設計部門の社員を派遣するなどの例も
見られました。また，施工方法，施工機械の選定
に際して，社内の経験者や機械部署からアドバイ
スを受けるなど，緊急対応を適切に行うことがで
きたことも，重厚な組織体制を持つ日建連会員の
災害対応の特徴になります。

このように本社・各支店などから的確なサポー
トを受けるため，災害現場にWEB カメラや
Wi-Fi 設備を設置し，情報インフラを整えること
なども行われました。

写真－ 5　佐久市原地先（千曲川左岸）の応急復旧の前と後（前田建設工業提供）
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図－ 6　施工業者の所在地

写真－ 6　広域的に集められた大型重機（清水建設提供）
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⑶　新技術の適用
緊急性が求められる応急復旧工事では作業が昼
夜兼行で進められ，その中で安全を確保していく
必要があり，また手戻りなく進めるためには，出
来高管理等を適切に行うことが必要になります。
これを効率的に行うには，人が行っていた測量や
施工状況を，ドローンやトータルステーション等
による測量と CIMにより管理し，また，建設機
械をマシンガイダンスにより操作するなど ICT
施工技術が活用されました。このように新技術を
災害現場へ適用し生産性を高めていくことも，日
建連会員の災害復旧への対応の特徴になります
（写真－ 7）。

7.   　おわりに

昨今，災害対応の重要性に関する認識が高ま
り，より迅速性が求められるようになってきてい
ます。特に大災害時には，迅速性と同様に広域的

な対応も求められるようなってきていると感じま
す。このような状況の中で災害への対応を適切に
行うには，対応を要請する国がリーダーシップを
担い，戦略的に対応していくことが必要になって
くるでしょう。それによって要請を受ける建設業
団体，その会員も含め対応の仕方も変化していく
と思います。
昨年の災害対応は，2019 年 6 月に新・担い手 3
法が成立した以降，初めてのものとなりました。
この法改正の目的のひとつは災害時の緊急対応強
化であり，発注者の責務として，「緊急性に応じ
た随意契約 ･指名競争入札等の適切な選択」，「災
害協定の締結」，「発注者間の連携」，「労災補償に
必要な費用の予定価格への反映や見積り徴収の活
用」，建設業者団体の責務として「建設業者と地
方公共団体等との連携の努力義務化」が定められ
ています。日建連はその趣旨を踏まえ，これから
も建設業団体として災害への対応に取り組んでま
いります。

写真－ 7　千曲川の応急復旧現場における ICT施工（大林組提供）
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